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平成２７年分の路線価について 

 

 

今回は、先の７月１日に国税庁から発表された「平成２７年分の路線価」についてお伝えいたしま

す。 

 

これによると、全国約３２万９千地点の標準宅地は、平均で前年を０．４％下回り、リーマンショ

ック以降７年連続の下落ですが、下げ幅はこの７年で最も小さく、下げ止まり傾向が強まっています。 

地価が上昇した都道府県は、１０都道府県に増えました。（前年は８都道府県が上昇。） 

３大都市はそろって上昇し、東京都が２．１％、大阪府が０．５％、愛知県が１．０％の上昇でし

た。首都圏では、神奈川県が０．６％、千葉県が０．３％、埼玉県が０．１％で、いずれも２年連続

の上昇となりました。 

東日本大震災の被災地では、宮城県が２．５％上昇し、上昇率で全国トップのほか、福島県も２年

連続の上昇となりました。沿岸部からの移住希望者や復興に携わる人々を中心に住宅需要が高まって

いるようです。 

毎年お馴染みの路線価日本一は、３０年連続で東京中央区銀座５丁目の文具店「鳩居堂」前で、前

年比１４．２％アップの１平方メートル当たり、２,６９６万円（はがき１枚分が約３９９,０００円）

になっています。 

 

都道府県庁所在都市の最高路線価のトップ５は以下の通りです。 

（１）東京、中央区銀座５丁目 ２,６９６万円 

（２）大阪、北区角田町御堂筋 ８３２万円 

（３）名古屋、中村区名駅１丁目 ７３６万円 

（４）横浜、西区南１丁目横浜駅西口 ７１３万円 

（５）福岡、中央区天神２丁目 ５００万円 

 

東京都内全４８税務署管内の最高路線価は、日野を除く４７地点で上昇し、２年連続で下落地点が

ゼロになりました。不動産投資の活性化による都心の商業地の上昇に加え、住宅地として人気の杉並

区や府中市などの郊外も堅調に回復したことが全体の路線価を押し上げたようです。 

観光客向けの施設整備が活発な銀座は前年比１４％アップと７年ぶりの高水準になりました。路線

価トップは鳩居堂ですが、同じ銀座の「三越銀座店」前の宝飾店「和光本館」前も同額となっていま

す。 

相続税の基礎控除が６割に引き下げられた影響もあって、国内富裕層や資産家の投資マネーが地価

水準の高い都心部の不動産に集中しています。相続税を意識して、子の住宅取得に贈与税の非課税枠

を使いたいという親の動きがマンション人気を支えています。 
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ところで、地下には、実際の「取引価格」のほかに、公表される「評価価格」が、今回取り上げた

路線価を含めて４種類あります。 

評価価格が４つも存在する理由は、①目的・用途が異なる、②調査・公表する主体（所管）が異な

る、といった理由によるものです。 

以下、その４つについて簡単にまとめました。ご参照ください。 

 

種類 所管 基準日（公表月） 目的・用途等 

公示地価 

（公示価格） 

国土交通省 毎年１月１日 

（３月） 

適正な地価の形成に寄与するため、

標準地の正常な価格を公示 

（国内の公的な土地評価の基準） 

路線価 国税庁 毎年１月１日 

（７月） 

相続税等の申告の便宜及び課税の

公平を図る観点から公開 

（公示価格の 80％を基準） 

固定資産税評価額 地方自治体 

（市町村単位） 

３年毎の１月１日 

（４～６月頃） 

固定資産税等を賦課するための基

準となる評価額 

（公示価格の 70％を基準） 

基準地価 都道府県 毎年７月１日 

（９月頃） 

公示地価に準じる位置付けで、公示

地価が対象としない都市計画区域

外の林地なども対象 
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